
報告第2号

地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第146条第2項の規定により次のとおり報告する。

既収入

特定財源 国県支出金 地方債 その他

円 円 円 円 円 円 円

3 民生費 1 社会福祉費 プレミアム付商品券事業費 51,510,000 34,880,000 ― 34,880,000 ― ― ―

4 衛生費 1 保健衛生費 母子保健事業費 1,859,000 1,859,000 ― 794,000 ― ― 1,065,000

6 農林水産業費 1 農業費 農業振興対策事業費 957,000 957,000 ― 720,000 ― ― 237,000

8 土木費 2 都市計画費 公共交通充実促進事業費 100,000,000 100,000,000 ― 16,666,000 ― ― 83,334,000

2 小学校費 教育コンピュータ活用事業費 184,665,000 184,665,000 ― 57,327,000 97,600,000 ― 29,738,000

教育コンピュータ活用事業費 98,458,000 98,458,000 ― 30,035,000 54,200,000 ― 14,223,000

中学校施設改修事業費 168,000,000 168,000,000 ― 20,831,000 147,100,000 ― 69,000

5 保健体育費 学校給食センター整備事業費 62,986,000 62,986,000 ― ― ― ― 62,986,000

668,435,000 651,805,000 ― 161,253,000 298,900,000 ― 191,652,000

令和２年６月２日提出  

寒 川 町 長　木 村  俊 雄

10 教育費 3 中学校費

合　　　　　計

寒 川 町 一 般 会 計 繰 越 明 許 費 繰 越 に つ い て

令 和 元 年 度 寒 川 町 一 般 会 計 繰 越 明 許 費 繰 越 計 算 書

款 項 事 業 名 金　額 翌年度繰越額

左の財源内訳

未収入特定財源
一般財源


